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仙台市障害福祉計画（第８期）・仙台市障害児福祉計画（第４期）骨子案 

 

１ 計画策定の概要 

（１）各計画と法律の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）本市の各計画等との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）対象 

障害のある方を含むすべての市民、事業者 

 

（４）計画期間 

  
障害者保健福祉計画 

障害福祉計画（第７期） 

障害児福祉計画（第３期） 
障害福祉計画（第８期） 

障害児福祉計画（第４期） 
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中間評価 

障害者基本法 

障害者総合支援法 

児童福祉法 
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障害児福祉計画（第４期） 
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成果目標 成果目標の考え方
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成果目標 成果目標の考え方

２　成果目標
　障害のある方等の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労移行といった課題に対応するため、障害福
祉サービスや障害児通所支援等の提供体制を確保することが必要です。
　このことから、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針（以
下「国の基本指針」という。）で示された目標事項を基本としつつ、本市の障害福祉計画（第７期）及び障害
児福祉計画（第３期）の実績や本市の施策の動向を踏まえ、成果目標を設定します。

1 福祉施設の入所者の地域生活への移行

項目

(1)
施設入所者の地域
生活への移行者数

令和11年度末時点において、令和
７年度末時点の施設入所者数の
６％以上の地域生活への移行を目
指す。

国の基本指針の通り。

2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

項目

(1)
心のサポーター数
【新設】

令和11年度末時点において、心の
サポーター数が一定数以上にとな
ることを目指す。

・国の基本指針では、令和15年度末までに心のサ
ポーター数が百万人となるよう、都道府県の将来
人口を勘案し、目標値を設定することを基本とす
る。
・本市では、国の基本指針を踏まえた宮城県の目
標値に対し、宮城県に占める仙台市の推定人口の
比率で按分し、目標人数を設定する。

(2)施設入所者数
令和11年度末時点において、施設
入所者数を令和７年度実績と同水
準を目指す。

・国の基本指針では、令和７年度末時点の施設入
所者数の５％以上を削減することを基本としてお
り、本市においても施設入所者の地域生活への移
行を進める。
・一方、障害の程度や家族の状況等から施設入所
が必要な方もいることから、本市の目標として令
和７年度実績と同水準の目標人数を設定する。

3 福祉施設から一般就労への移行等

項目

(1)

福祉施設の利用者
における一般就労
への移行者数
（生活介護、自立
訓練、就労移行支
援、就労継続支援
Ａ型・Ｂ型の合
計）

令和11年度末時点において、就労
移行支援事業等（生活介護、自立
訓練、就労移行支援、就労継続支
援Ａ型・Ｂ型）を通じた一般就労
への移行者数を令和６年度実績の
1.31倍以上とすることを目指す。

・国の基本指針の通り。

(2)
Ｋ６による住民の
こころの状態の把
握【新設】

国民生活基礎調査を活用し、Ｋ６
により住民のこころの状態を把握
することを目指す。

・国の基本指針では、Ｋ６という尺度を活用し評
価することにより、住民の心理的ストレスを含む
何らかの精神的な問題の程度を把握することとし
ている。
・国の基本指針で示された方向性を踏まえ、本市
では、その趣旨に沿ったより具体的な内容とし
て、厚生労働省が毎年公表している国民生活基礎
調査のうち、３年に一度実施している「健康」に
関する事項（大規模調査年）の公表内容を活用す
ることで、住民のこころの状態の把握を目指す。
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成果目標 成果目標の考え方

(3)

就労移行支援事業
所のうち、就労移
行支援事業利用終
了者に占める一般
就労へ移行した者
の割合が５割以上
の事業所の割合

令和11年度末時点において、就労
移行支援事業所のうち、就労移行
支援事業利用終了者に占める一般
就労へ移行した者の割合が５割以
上の事業所を全体の７割以上とす
ることを目指す。

・国の基本指針では、就労移行支援事業所のう
ち、就労移行支援事業利用終了者に占める一般就
労へ移行した者の割合が５割以上の事業所を全体
の５割以上とすることを基本としている。
・本市では、前期実績において当該事業所が既に
全体の６割以上であることから、国の基本指針で
ある全体の５割以上を超える目標として、前期実
績を踏まえた目標を設定する。

項目

(2)

福祉施設の利用者
における一般就労
への移行者数（就
労移行支援）

令和11年度末時点において、一般
就労への移行者数を令和６年度実
績の1.14倍以上とすることを目指
す。

・国の基本指針の通り。

(6)
就労定着支援事業
の利用者数

令和11年度末時点において、就労
定着支援事業の利用者数を令和６
年度実績の1.47倍以上とすること
を目指す。

・国の基本指針の通り。

(4)

福祉施設の利用者
における一般就労
への移行者数（就
労継続支援Ａ型）

令和11年度末時点において、一般
就労への移行者数を令和６年度実
績の概ね1.52倍以上とすることを
目指す。

・国の基本指針の通り。

(5)

福祉施設の利用者
における一般就労
への移行者数（就
労継続支援Ｂ型）

令和11年度末時点において、一般
就労への移行者数を令和６年度実
績の概ね1.67倍以上とすることを
目指す。

・国の基本指針の通り。

(8)

協議会設置圏域ご
とに就労選択支援
事業所を設置【新
設】

就労選択支援事業所を一定数以上
設置することを目指す。

・国の基本指針では、協議会の設置圏域ごとに就
労選択支援事業所を一事業所以上設置することを
基本としている。
・本市では、既に設置済みであるため、それを上
回る目標を設定する。

(7)

就労定着支援事業
における就労定着
率及び就労支援の
ネットワーク強化
や支援体制構築の
ための協議会（就
労支援部会）等の
設置

令和11年度末時点において、就労
定着率が７割以上の事業所を全体
の２割５分以上とすることを目指
す。また、地域の就労支援のネッ
トワークを強化し、雇用や福祉等
の関係機関が連携した支援体制の
構築を推進するため、協議会（就
労支援部会）等を設けて取組を進
めることを目指す。

・国の基本指針の通り。
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成果目標 成果目標の考え方

成果目標 成果目標の考え方

(1)
障害児の重層的な
地域支援体制の構
築

児童発達支援センターによる地域
における中核的な支援機能の確保
を目指す。

・国の基本指針の通り。

(3)

インクルージョン
推進のための協議
の場の設置【新
設】

児童発達支援センターを中核とし
た地域の支援体制を強化し、保育
所等における障害児等の受入れ状
況等を踏まえた上で、年少期から
のインクルージョンを推進するた
め、令和11年度末までに保育、子
育て、教育等の部門との連携・協
議の場を設けることを目指す。

・国の基本指針では、インクルージョン推進のた
め、令和11年度末までに、各都道府県及び各市町
村において、保育、子育て支援、教育等の関係機
関が連携を図るための協議の場を設置することを
基本としている。
・国の基本指針で示された方向性を踏まえ、本市
では、その趣旨に沿ったより具体的な内容を成果
目標として設定する。

4 障害児支援の提供体制の整備等

項目

項目

(9)
令和11年度の就労
選択支援利用者
【新設】

令和11年度末時点において、就労
選択支援利用者数を一定数以上と
することを目指す。

・国の基本指針では、令和11年度の就労選択支援
利用者数を82,000人以上とすることを基本として
いる。
・本市では、障害者就労支援センターによる調査
で、就労移行支援事業における一般就労以外の理
由で退所した利用者の理由について、就労アセス
メントのための利用、もしくは就労継続支援Ａ
型・Ｂ型事業所への入所と回答のあった件数が、
就労選択支援のニーズであるとみなしている。
当該件数について、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業
所の利用者数の伸び率に準じて増加するものとし
て目標を設定する。

(4)
主に重症心身障害
児を支援する児童
発達支援事業所

主に重症心身障害児を支援する児
童発達支援事業所及び放課後等デ
イサービス事業所の運営支援を通
し、支援体制の拡充を目指す。

・国の基本指針では、令和11年度末までに、主に
重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及
び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少な
くとも１箇所以上確保することを基本としてい
る。
・本市では、既に設置済みであるため、開設支援
に留まらない目標を設定する。

(2)

障害児の地域社会
への参加・包容
（インクルージョ
ン）の推進

アーチルや児童発達支援センター
が、幼稚園や保育所等に対し、障
害児及び家族の支援に関する専門
的支援や助言を行うことで、イン
クルージョンを推進する体制の構
築を目指す。

・国の基本指針では、児童発達支援センターの中
核的な支援機能のうち、地域のインクルージョン
推進の中核としての機能を確保する際には、保育
所等における障害児の受入れの体制の整備状況を
踏まえた上で、各市町村又は各圏域に設置された
児童発達支援センターや地域の障害児通所支援事
業所等が保育所等訪問支援等を活用しながら、イ
ンクルージョンを推進する体制を構築することを
基本としている。
・国の基本指針で示された方向性を踏まえ、本市
では、その趣旨に沿ったより具体的な内容を成果
目標として設定する。
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成果目標 成果目標の考え方

(6)

障害児入所施設に
入所する児童が大
人にふさわしい環
境へ移行できるよ
うにするための移
行調整の協議の場
の設置

障害児入所施設に入所する児童が
大人にふさわしい環境へ円滑に移
行できるように、宮城県と共同の
移行調整協議を継続し、課題抽出
と改善を目指す。

・国の基本指針では、令和11年度末までに、移行
調整に係る協議の場を設置することを基本として
いる。
・本市では、既に設置済みであるため、協議の場
の継続及び改善を目標として設定する。

(5)

医療的ケア児支援
のための関係機関
の協議の場の設置
及びコーディネー
ターの配置

関係機関が連携を図る協議の場の
開催を継続するとともに、医療的
ケア児等コーディネーターを各年
度一定数以上養成する。

・国の基本指針では、令和11年度末までに、各市
町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教
育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設
けるとともに、医療的ケア児等に関するコーディ
ネーターを配置することを基本としている。
・本市では、協議の場及びコーディネーターはす
でに設置・配置済みであるため、関係機関が連携
を図る協議の場の開催を継続及び医療的ケア児等
コーディネーターのさらなる養成を目指す。

※コーディネーターの人数について、令和８年度
までは、相談支援専門員に限定した登録者数とし
ていたが、国が示す養成研修修了者全体を対象と
することで、医療・福祉等の多職種による支援体
制の充実状況を示すものとする。

項目

(7)

障害児及びその家
族への伴走的な相
談支援体制の確保
【新設】

・児童発達支援センターを中核と
した地域の支援体制強化や、保
育、子育て、教育部門との連携・
協議の場を設けることを目指す。
・のぞまないセルフプランの解消
を目指し、当事者や事業者を対象
とした実態調査の結果に基づき、
指定障害児相談支援事業者の対応
力及び障害児やその家族の支援へ
のアクセシビリティの向上に取り
組むとともに、障害者自立支援協
議会において取組の評価・検証を
行う。

・国の基本指針では、令和11年度末までに、各市
町村又は圏域において、保健、医療、障害福祉、
保育、教育、就労支援等の関係機関との連携体制
を確保した上で、障害児相談支援を利用していな
い場合も含め、障害児及びその家族への伴走的な
相談支援の体制を確保することを基本としてい
る。
・国の基本指針で示された方向性を踏まえ、本市
では、その趣旨に沿ったより具体的な内容を成果
目標として設定する。

(8)

強度行動障害の状
態にある児の支援
のための体制の整
備【新設】

強度行動障害を有する障害児・者
に関して、特性に適した環境調整
や適切な支援が行われるよう、そ
の状況や支援ニーズを把握し、強
度行動障害に対応できる機関と
アーチルの協働により、研修や施
設コンサルテーションを実施し、
強度行動障害に対応できる人材の
育成や、施設等の支援力向上を目
指す。

・国の基本指針では、令和11年度末までに、各都
道府県、また必要に応じて指定都市において、強
度行動障害の状態にある児に関して、その状況や
支援ニーズを把握し、地域の関係機関が連携した
支援体制の整備を進めることを基本としている。
・国の基本指針で示された方向性を踏まえ、本市
では、その趣旨に沿ったより具体的な内容を成果
目標として設定する。なお、強度行動障害に対応
できる機関である「仙台市第二自閉症児者相談セ
ンター（なないろ）」では、児・者を一体的に支
援しているため、共通の目標を設定することが適
切であると考える。
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成果目標 成果目標の考え方

成果目標 成果目標の考え方

5 地域生活支援の充実

項目

(1)

地域生活支援拠点
等の整備、支援
ネットワーク等に
よる支援体制の構
築並びに運用状況
の検証及び検討

支援ネットワーク等による効果的
な支援体制及び緊急時の連絡体制
の構築を進めるとともに、運用状
況の検証・検討を年１回以上行
う。

・国の基本指針では、令和11年度までに、地域生
活支援拠点を整備するとともに、拠点コーディ
ネーター等を配置し、年１回以上運用状況を検
証・検討することを基本としている。
・本市では、地域生活支援拠点＊、拠点コーディ
ネーター等については設置・配置済みであること
から、支援ネットワークの強化等を目指す。

6 相談支援体制の充実・強化等

項目

(1)
相談支援体制の充
実・強化等

基幹相談支援センターや地域生活
支援拠点、協議会等の連携によっ
て、地域の相談支援体制の充実・
強化を図る体制を確保することを
目指す。

・国の基本指針では、令和11年度末までに基幹相
談支援センター、地域生活支援拠点等及び協議会
の設置・整備及びそれらの連携、協議会における
個別事例の検討を通じて地域における障害者の支
援体制の整備に取り組む体制を確保することを基
本としている。
・本市では、基幹相談支援センター、地域生活支
援拠点等及び協議会は設置済みであるため、地域
における障害者の支援体制の整備に取り組む体制
の確保を目指す。

(2)

強度行動障害の状
態にある者の支援
のための体制の整
備

強度行動障害を有する障害児・者
に関して、特性に適した環境調整
や適切な支援が行われるよう、そ
の状況や支援ニーズを把握し、強
度行動障害に対応できる機関と
アーチルの協働により、研修や施
設コンサルテーションを実施し、
強度行動障害に対応できる人材の
育成や、施設等の支援力向上を目
指す。（再掲）

・国の基本指針では、令和11年度末までに、各市
町村又は圏域において、強度行動障害の状態にあ
る者について、その状況や支援ニーズを把握し、
地域の関係機関が連携した支援体制を整備するこ
とを基本としている。
・国の基本指針で示された方向性を踏まえ、本市
では、その趣旨に沿ったより具体的な内容を成果
目標として設定する。なお、強度行動障害に対応
できる機関である「仙台市第二自閉症児者相談セ
ンター（なないろ）」では、児・者を一体的に支
援しているため、共通の目標を設定することが適
切であると考える。

(2)

のぞまないセルフ
プランの解消に向
けた取組の推進
【新設】

のぞまないセルフプランの解消を
目指し、当事者や事業者を対象と
した実態調査の結果に基づき、指
定特定相談支援事業者の対応力及
び障害者の支援へのアクセシビリ
ティの向上に取り組むとともに、
障害者自立支援協議会において取
組みの評価・検証を行う。

・国の基本指針では、令和11年度末までに、のぞ
まないセルフプランの件数をゼロにすることを基
本としている。
・国の基本指針で示された方向性を踏まえ、本市
では、その趣旨に沿ったより具体的な内容を成果
目標として設定する。
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成果目標 成果目標の考え方項目

(1)
障害福祉サービス
等に係る各種研修
の活用

調整中 調整中

(3)
実地指導等・集団
指導

障害福祉サービス事業者等への実
地指導等及び集団指導を通じて障
害福祉サービス等の質の向上を目
指す。

・国の基本指針では、令和11年度末までに、障害
福祉サービス等の質を向上させるため、指導監査
の適正な実施とその結果の関係市町村との共有を
実施する体制を構築すること等を目標としてい
る。
・本市においては、都道府県における支給決定権
者である市町村と同様の位置づけとなる各区等と
は都度連携を図っているため、指導監査結果の関
係市町村（各区等）との共有については成果目標
として位置付けず、より実効性の高い取組とし
て、運営指導等及び集団指導の回数の見込みを設
定し、事業者への指導の充実を図ることで、障害
福祉サービス等の質の向上を目指す。

(4)
障害福祉サービス
等情報公表制度の
公表率【新設】

障害福祉サービス等情報公表制度
における市内事業所の情報の公表
率及び更新率（毎年度１回）を
100％とすることを目指す。

・国の基本指針の通り

(2)

障害者自立支援審
査支払等システム
による審査結果の
共有

審査結果等の共有を従来通り行う
ことに加え、事業所の制度理解促
進につながる取組を行うことで、
さらなる支援の質の向上を目指
す。

・国の基本指針では、令和11年度末までに、障害
福祉サービス等の質を向上させるため、障害者自
立支援審査支払等システムによる審査結果の共有
を実施する体制を構築すること等を目標としてい
る。
・本市では、既に障害福祉サービス指導課の集団
指導を通じて市内事業所への共有体制は構築済み
であるため、さらなる支援の質の向上を成果目標
として設定する。

7 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築
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３　成果目標達成に関する指標等

R6 R7 R9 R10 R11

(1)施設入所者の地域生活への移行者数 人 5 3 10 11 11

(2)施設入所者数 人 521 522 522 522 522

R6 R7 R9 R10 R11

(1)心のサポーター数【新設】 人 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中

(2)
国民基礎調査の回答者に占めるＫ６の点数
が10点以上の割合【新設】

％ - 11.37 - - 10.67

R6 R7 R9 R10 R11

(4)
福祉施設の利用者における一般就労への移
行者数（就労継続支援Ａ型）

人 31 39 43 45 47

(5)
福祉施設の利用者における一般就労への移
行者数（就労継続支援Ｂ型）

人 23 32 35 36 38

(6)就労定着支援事業の利用者数 人 280 295 348 378 411

就労定着支援事業における就労定着率７割
以上の事業所の割合

％ 14.3 10.3 25 25 25

協議会（就労支援部会）等の設置 検討 検討 運営 運営 運営

(8)就労選択支援事業所の設置数【新設】 箇所 - 6 11 13 15

(9)就労選択支援事業の利用者数【新設】 人/年 - 15 120 132 144

今期目標

福祉施設の利用者における一般就労への移
行者数（生活介護、自立訓練、就労移行支
援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型の合計）

483 519 558

378 397 417

就労移行支援事業所のうち、就労移行支援
事業利用修了者に占める一般就労へ移行し
た者の割合が５割以上の事業所の割合

％ 78.8 64.7 70 70 70

1 福祉施設の入所者の地域生活への移行

2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

3 福祉施設から一般就労への移行等

成果目標に関する指標 単位

今期目標

今期目標

(7)

前期実績

成果目標に関する指標 単位
前期実績

成果目標に関する指標 単位
前期実績

福祉施設の利用者における一般就労への移
行者数（就労移行支援）

(2) 人 366 342

(1) 人

(3)

426 418
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R6 R7 R9 R10 R11

児童発達支援センターによる相談支援回数 回 2,262 2,171 2,200 2,200 2,300

児童発達支援センターによる施設訪問支援
回数

回 1,106 1,177 1,200 1,200 1,250

児童発達支援センターによる相談支援回数
（再掲）

回 2,262 2,171 2,200 2,200 2,300

児童発達支援センターによる施設訪問支援
回数（再掲）

回 1,106 1,177 1,200 1,200 1,250

保育所等訪問支援事業所による支援回数 回 367 542 574 624 672

協議の場の開催回数 回 1 1 1 1 1

医療的ケア児等コーディネーター登録者数 人 26 20 20 20 20

(6)移行調整の協議の場の運営 運営 運営 運営 運営 運営

障害者自立支援協議会での取り組みの評
価・検証の有無【新設】

有無 有 有 有 有 有

回 18 20 17 17 17

人 123 108 120 120 120

施設コンサルテーション回数【新設】 回 37 39 13 13 13

支援体制整備へのスーパーヴァイズ実施回
数【新設】

回 1 1 1 1 1

支援者養成研修費の補助を行った件数【新
設】

件 - - 30 30 30

- - 検討 検討 実施

主に重症心身障害児を支援する児童発達支
援事業所及び放課後等デイサービス事業所
数

箇所 19 18

成果目標に関する指標 単位
前期実績 今期目標

- -

4 障害児支援の提供体制の整備等

有 有 有

(8)

(1)

(2)

22

(3)
保育・子育て・教育部門と連携した協議の
場の設置【新設】

検討 検討 実施

(4) 25 28

(5)

指定障害児相談支援事業所の対応力向上と
計画相談支援等へのアクセシビリティ向上
に向けた取り組みの実施の有無【新設】

有無 有 有

(7)

人材育成回数【新設】

保育・子育て・教育部門と連携した協議の
場の設置（再掲）
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R6 R7 R9 R10 R11
基幹相談支援センター等とのケース検討回
数

回 25 45 35 35 35

実践報告会の開催回数 回 1 1 1 1 1

運用状況の検証・検討回数 回 1 1 1 1 1

回 18 20 17 17 17

人 123 108 120 120 120

施設コンサルテーション回数
（再掲）

回 37 39 13 13 13

支援体制整備へのスーパーヴァイズ実施回
数（再掲）

回 1 1 1 1 1

支援者養成研修費の補助を受けた人数（再
掲）

人 - - 30 30 30

R6 R7 R9 R10 R11

主任相談支援専門員または相談支援専門員
である社会福祉士等の資格を有する者の配
置数【変更】

人 2 2 2 2 2

基幹相談支援センターの取組みへの参加事
業所割合【変更】

％ - 62 67 70 72

障害者自立支援協議会運営への関与の有無
【変更】

有無 有 有 有 有 有

障害者自立支援協議会での取り組みの評
価・検証の有無【新設】

有無 有 有 有 有 有

R6 R7 R9 R10 R11

(1)研修への本市職員の参加・聴講者数 人 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中

(2)
障害者自立支援審査支払等システムによる
審査結果の共有回数

回 2 2 2 2 2

運営指導等の回数 回 166 147 200 320 340

集団指導への事業所参加率 ％ 85.5 87 80 80 80

障害福祉サービス等情報公表制度の公表率
【新設】

％ 96.2 98.0 99 100 100

障害福祉サービス等情報公表制度の更新率
【新設】

％ 96.2 98.0 99 100 100

(1)

6 相談支援体制の充実・強化等

(1)

成果目標に関する指標

人材育成回数（再掲）

単位
前期実績 今期目標

成果目標に関する指標 単位
前期実績 今期目標

成果目標に関する指標 単位
前期実績 今期目標

有 有

5 地域生活支援の充実

(4)

7 障害福祉サービス等の質の向上

指定特定相談支援事業所の対応力向上と計
画相談支援等へのアクセシビリティ向上に
向けた取り組みの実施の有無【新設】

有無 有 有 有
(2)

(3)

(2)
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４　活動指標（見込量）

（１）障害福祉サービス
①訪問系

R6 R7 R9 R10 R11

②日中活動系

R6 R7 R9 R10 R11

12,616

200 200 200

15就労選択支援 利用者数/年 -

利用者数/月 1,695 1,940

重度訪問介護
時間/月 26,133

サービスの種類 単位
前期実績 今期見込量

44,344 44,787 45,23543,470時間/月 42,415

30,033 31,234

2,139 2,246 2,358

28,87826,699

居宅介護

同行援護
時間/月 3,353 3,592

78利用者数/月 72

利用者数/月 245 250

95 104 114

266 274 282

3,811 3,925 4,043

680 884 1,149

利用者数/月 12 20

324 402時間/月

36 48 64

重度障害者等包括支援
時間/月 0 0

行動援護

0

利用者数/月 0 0 0

0 0

40,280 40,850 41,420

0 0

生活介護
人日分/月 36,889 39,123

利用者数/月 1,984 2,030 2,120 2,150 2,180

245

利用者数/月 30 31 29

245 245人日分/月 215 283

利用者数/月 229 195

29 29

自立訓練（生活訓練）
人日分/月 4,121 3,145

自立訓練（機能訓練）

3,484 3,484 3,484

144

就労移行支援
人日分/月 7,723 7,493

120 132

7,493 7,493 7,493

利用者数/月 491 459 459 459 459

就労継続支援Ａ型
人日分/月 11,753 12,449 12,863

利用者数/月 611 638

12,369

647 656 665

　成果目標の達成のためには、障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量や事業の実施回数等について見
込むことが必要です。
　国の基本指針に定める事項ごとに、これまでの実績の伸び率、本市が今後力を入れていく施策や想定さ
れる対象者の人数等の考慮すべき事項を踏まえ、各サービス等の見込量等を算出します。

サービスの種類 単位
前期実績 今期見込量
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R6 R7 R9 R10 R11

③居住系

R6 R7 R9 R10 R11

（２） 相談支援

R6 R7 R9 R10 R11

（３）障害のある児童や発達に不安のある児童に 対する支援

R6 R7 R9 R10 R11

療養介護

単位
前期実績 今期見込量

378 411

1,829

コーディネーター
の配置人数

2

1

地域移行支援 利用者数/月 1.8

サービスの種類 単位
前期実績

自立生活援助

就労継続支援Ｂ型
人日分/月 54,397 62,217

3,770

サービスの種類

65,776 71,232 76,688

4,111 4,452 4,793

就労定着支援 利用者数/月 280 295

利用者数/月 3,394

利用者数/月 132 133

348

133 133 133

短期入所（福祉型、医療型）
人日分/月 3,364 3,794 4,780 5,162

利用者数/月 640 728

4,426

802 842 884

利用者数/月 12

今期見込量

521

計画相談支援

11

共同生活援助 利用者数/月 1,648

1114

2,186 2,389 2,611

11

522522

2

1 1

2 2

1 1

地域生活支援拠点等

設置カ所数 1

522施設入所支援

2

利用者数/月 522

3.5

1,896利用者数/月 1,707

検証・検討の
実施回数/年

1

2,280 2,555 2,858

4.7 4.7 4.7

2.7 2.7 2.7

児童発達支援
人日分/月 7,713 8,365

サービスの種類

地域定着支援 利用者数/月 2.8 5.6

単位

放課後等デイサービス
人日分/月 38,008 42,342

7,020 6,806

利用者数/月 1,115 1,081

7,241

50,699 55,769 61,346

1,016 985 955

4,056 4,462 4,908

保育所等訪問支援
人日分/月 47 63

利用者数/月 3,054 3,352

102 114

利用者数/月 24 33

90

45 51 57

前期実績

前期実績 今期見込量

1 1

今期見込量
サービスの種類 単位

1

12 /19



R6 R7 R9 R10 R11

※

（４）発達障害者等に対する支援

R6 R7 R9 R10 R11

居宅訪問型児童発達支援
人日分/月 50 63 62 62 62

今期見込量

10 10 10

福祉型障害児入所施設・医療型障害児入
所施設

利用者数/月 38 43

利用者数/月 10 10

障害児相談支援 利用者数/月 332 412

43

562

医療的ケア児等に対する関連分野の支援
を調整するコーディネーターの登録者数
※

人/年 26 20 20 20

居宅訪問型保育事業 人/年 2 1

特別支援保育事業 人/年 731 776

4

755 747 729

発達障害者支援地域協議会の開催 回/年 2 3

放課後児童健全育成事業 人/年

発達障害者支援センター及び発達障害者
地域支援マネジャーの関係機関への助言

件/年 4,521 3,615

4 4

発達障害者支援センターによる相談支援 件/年 12,371 11,588

3,730 3,730 3,730

12,000 12,000 12,000

18 18 18
発達障害者支援センター及び発達障害者
地域支援マネジャーの外部機関や地域住
民への研修、啓発

件/年 27 29

232 232 232ペアレントトレーニングやペアレントプ
ログラム等の支援プログラム等の受講者
数（保護者）及び実施者数（支援者）

人/年 257 186

人/年 7 7 11

ペアレントメンターの人数 人/年 34 35

11 11

37 38 39

ピアサポートの活動への参加人数 人/年 429 348 380 380 380

サービスの種類 単位

43

今期見込量

20

2

720 697

43

671 800

749

前期実績

単位
前期実績

2

384 623

2

サービスの種類

国の基本指針では、医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人
数の見込みを設定することとしています。
本市では、令和８年度までは、相談支援専門員に限定した見込量を設定しておりましたが、国が示
す養成研修修了者全体を対象とすることで、医療・福祉等の多職種による支援体制の充実状況を示
すものとしました。

13 /19



（５）高次脳機能障害者に対する支援【新設】

R6 R7 R9 R10 R11

（６）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

R6 R7 R9 R10 R11

調整中 調整中 調整中

41 43 44 46
精神障害者の短期入所【新設】

人日分/月 51

サービスの種類 単位
前期実績 今期見込量

1

高次脳機能障害者支援地域協議会の開催
回数【新設】

回/年 － －

高次脳機能障害者支援センターの設置箇
所数【新設】

設置箇所数 －

高次脳機能障害者支援センターにおける
支援コーディネーターの配置人数【新
設】

人/年 － － 1

1－ 1

1

精神保健福祉相談員講習会等の実施回数
【新設】

回/年 10

6 7
高次脳機能障害者支援センターの外部機
関や地域住民への研修、啓発の件数【新
設】

件/年 － －

1 1

保健、医療及び福祉関係者による協議の
場への関係者の参加者数

人/年 13 18

1
保健、医療及び福祉関係者による協議の
場の開催回数

回/年 1

19 19 19

保健、医療及び福祉関係者による協議の
場における目標設定及び活動状況の把
握・評価

目標設定の
有無

有 有

有

有

活動状況の把握の
有無【変更】

有 有

心のサポーター養成研修実施回数【新
設】

回/年 調整中 調整中

有

評価実施回数
/年

1 1 1 1 1

- - 有

4.0

精神障害者の地域移行支援 利用者数/月 1.8 3.6

10

2.6 2.6 2.6

11 11 11

706

4.0 4.0精神障害者の地域定着支援 利用者数/月 2.3

860

5.4

950 1,048

精神障害者の自立生活援助 利用者数/月 10.1 10.0 9.0

精神障害者の共同生活援助 利用者数/月 609

精神障害者の自立訓練（生活訓練） 利用者数/月 156 107

9.0 9.0

142 142 142

利用者数/月 297 234 263248 256

件/年 568

8

600 610 620

1 1

1 1 1

528

サービスの種類

高次脳機能障害者支援センターにおける
相談件数【新設】

今期見込量
単位

前期実績
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（７）相談支援体制の充実・強化のための取組

R6 R7 R9 R10 R11

（８）福祉施設の入所者の地域生活への移行【新設】

R6 R7 R9 R10 R11

（９）障害福祉人材の確保・定着【新設】　

R6 R7 R9 R10 R11

（10）障害福祉サービス等の質を向上させるための取り組み

R6 R7 R9 R10 R11

※

調整中 調整中調整中 調整中 調整中

障害者自立支援審査支払等システムによ
る審査結果の共有

22

有 有 有

2

2

22 2

340

人材育成等の取組
への参加事業所の
割合【変更】

- 62 72

2

基幹相談支援センターによる
市町村の相談支援体制の強化

主任相談支援
専門員等の配置数

2 2

67 70

2 2

協議会の運営への
関与の有無
【変更】

有 有

専門部会の
実施回数

2

協議会の議題
とした数【変更】

2

2 2

2

協議会における個別事例の検討を通じ
た、地域における課題解決に向けた取組

協議会の
実施回数【変更】

2 2

3 3 3

2 2 2

72.8

調整中

今期見込量

調整中 調整中

福祉・介護職員等処遇改善加算の取得
【新設】

％
（加算取得割合）

72.3 80.9 81.1 81.3

障害福祉サービス等に係る各種研修の活
用

人/年 調整中 調整中

％
(事業所参加率)

85.5 87.0

200 320

91.5

運営指導等の実施　※ 回/年 147

88.5 90.0

サービスの種類 単位
前期実績

166

回/年

集団指導の実施　※

今期見込量

サービスの種類

サービスの種類 単位
前期実績

4

2

専門部会の
設置数

2 2

単位

2

国の基本指針では、都道府県等が実施する指定障害福祉サービス事業者及び指定障害児通所支援事
業者等に対する指導監査の適正な実施とその結果を関係自治体と共有する体制の有無及び共有回数
の見込みを設定することとしています。
本市では、運営指導等及び集団指導の回数の見込みを設定し、事業者への指導の充実を図ること
で、障害福祉サービス等の質の向上を目指します。

前期実績 今期見込量

サービスの種類 単位
前期実績 今期見込量

地域生活への移行支援【新設】
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（11）地域生活支援事業
①必須事業

R6 R7 R9 R10 R11

16

今期見込量

16

自発的活動支援事業 実施の有無 有 有

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 有 有

サービスの種類

有有 有

単位
前期実績

16

有 有 有

相談支援事業

実施カ所数 16

住宅入居等支援事
業実施の有無

有 有

基幹相談支援セン
ター設置の有無

有 有

16

942

有

有 有

有 有 有

252525成年後見制度利用支援事業
制度利用申請件数

（障害）/年
28 23

有

意思疎通 支援事業

有有

派遣人数/年 675

成年後見制度法人後見支援事業 実施の有無 有 有

626①手話通訳者派遣事業 942

③手話通訳者設置 設置数 7 7

日常生活用具等給付事業（①～⑥合計）

209②要約筆記者派遣事業

7

派遣人数/年 12

27,724給付件数/年 26,649

19

149 159

19

26,564

給付件数/年

27,724

60 60

給付件数/年 214

27,724

19

68 81

給付件数/年

206給付件数/年

手話奉仕員養成研修事業
養成講習

修了者数/年
37 48

13⑥居宅生活動作補助用具

移動支援事業
利用時間数/年 125,050 126,498 139,400 144,704

利用者数/年 905 947 1,025 1,064

4 4 4

100 100 100

1,103

地域活動支援センター（基礎的事業）
実施カ所数 12 14

地域活動支援センター（機能強化事業）
実施カ所数 6 6

96利用者数/年

457 460 463481

154

14 14

利用者数/年 422

14

27,267

208

81

200

159

200200

19

942

給付件数/年

28,389

⑤排泄管理支援用具

7

209

①介護・訓練支援用具

②自立生活支援用具

③在宅療養等支援用具

④情報・意思疎通支援用具

174

7

28,391 28,39327,250給付件数/年

210

81

200

60

150,008

19

159

227

159

81

209
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R6 R7 R9 R10 R11

②任意事業
日常生活支援

R6 R7 R9 R10 R11

サービスの種類

②発達障害者支援地域協議会による体
制整備事業（再掲）

協議会開催
回数/年

2 3

2

②要約筆記者

③盲ろう者向け通訳・介助員

④失語症者向け意思疎通支援者

①広域派遣
(手話通訳者・要約筆記者)

②盲ろう者向け通訳・介助員

③失語症者向け意思疎通支援者

専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業

養成講習
修了者数/年

6 7

養成講習
修了者数/年

2

専門性の高い相談支援事業

①手話通訳者

①発達障害者支援センター運営事業

②高次脳機能障害者支援事業（再掲）

7,000

実施カ所数

7,000

件

単位
前期実績 今期見込量

2

620

2 2 22

利用者数/年 7,567

600 610

5 5

6,524 7,000

568 528

3

専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業

20 2020

実施カ所数 5③障害児等療育支援事業 5 5

40 42

8 8 8

10 10 10

8 8
養成講習

修了者数/年
5 4

9
養成講習

修了者数/年
4

405

38派遣人数/年 32

411

34

387

8

411 411

派遣利用時間
/年

1,437 1,600 1,515 1,515 1,515

派遣人数/年

派遣人数/年 0 0 50

派遣利用時間
/年

0 0 100

50 50

100 100

実施の有無 有 有 有 有 有

広域的な支援事業

①精神障害者地域生活支援広域調整等
事業

4 4

実施カ所数

147 151

2 2

4

33

138 135

2

利用者数/年 19,191 24,386

27 35 33

2

利用者数/年

利用者数/年

811 811

回数/年 474 531

811利用者数/年

33

630

28,350 31,374 34,398

675 747 819

①福祉ホームの運営

②訪問入浴サービス

③生活訓練等

④日中一時支援事業

サービスの種類 単位
前期実績 今期見込量

780

143
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R6 R7 R9 R10 R11

社会参加支援

R6 R7 R9 R10 R11

（12）地域生活支援促進事業

R6 R7 R9 R10 R11

サービスの種類 単位
前期実績 今期見込量

10,324 10,886 11,215 11,327

障害者の文化芸術活動推進【新設】 出展作品点数 - - 75

5 5 5

地域生活支援拠点
が参画している区
障害者自立支援協

議会の数

5 5

50 50研修修了者数/年 - 51

61 61 61研修修了者数/年 67 75

1

参加者数/年 3,406 3,616

12

今期見込量

1
新設開設

事業所数/年

22 22

3,626 3,626

560

22

10

75 75

11,104

16 26

養成研修
修了者数/年

7 7

養成研修
修了者数/年

5 0

利用者数/年 531 519

④奉仕員養成研修

点訳奉仕員

36 36

10

560

新設相談件数
/年

かかりつけ医等発達障害対応力向上研修
事業

累積受講者数
/年

134 137 145

研修開催回数
/年

35 54 36

4

141 143

自閉症センター相
談延件数/年

7,253 7,438

4 4 4

マネジャー
支援延件数/年

1,581 1,341

7,272 7,272 7,272

1,430 1,430 1,430

サポートファイル
作成数/年

483 456

セミナー等
開催回数/年

1 1

420 420 420

2 2 2

5 5 5

障害者虐待防止対策支援事業 実施の有無 有 有

自立支援事業利用
者数/年

5 5

発達障害者支援体制整備事業

マネジャー
配置数

4

有

成年後見制度普及啓発事業 実施の有無 有 有

有 有

有 有 有

前期実績 今期見込量

⑦精神障害関係従事者養成研修事業【新
設】

⑧医療型短期入所事業所開設支援

⑤障害者自立（いきいき）支援機器普及
アンテナ事業

サービスの種類 単位

0

③点字・声の広報等発行

②文化芸術活動振興

芸術・文化講座開催等事業 参加者数/年

⑤地域生活拠点等・ネットワーク運営推
進事業【新設】

⑥障害者ピアサポート研修事業【新設】 50

サービスの種類 単位
前期実績

①レクリエーション活動等支援

朗読奉仕員

3,626

10 10 10

10

560
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R6 R7 R9 R10 R11
サービスの種類 単位

前期実績 今期見込量

調整中 調整中

発達障害児者及び家族等支援事業

ペアレントトレーニ
ング等受講者数/年

257 186

ペアレント
メンター数/年

34 35

348

232 232 232

380 380

有 有有有

380

37 38 39

1 1

障害者ICTサポート総合推進事業
訓練支援者数/年 67 50

1
ピアスタッフ

人数
1 1

70 70 70

ボランティア
養成者数/年

5 10 8 8 8

実施の有無 有

ピアサポート
参加人数/年

429

重度訪問介護利用者の大学修学支援事業 利用者数/年 1 1

精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムの構築推進事業

1

雇用施策との連携による重度障害者等就
労支援特別事業

利用者数/年 1 4

1 1

支援員の派遣

2

入院者訪問支援事業
支援員の育成 35 43 調整中 調整中 調整中

調整中1 20

2 2
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